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要約 

 本研究では、確かな学力や幼児教育分野において重要視される「非認知的能力」と学力

との関係を検討するために、まず、実行機能と学力との関係を探索的に検討したものであ

る。児童 259 名（うち実行機能評価実施は 159 名）を対象として実行機能と教研式標準学

力検査（NRT）との関連を検討した。複数のコンポーネントから構成される実行機能につ

いて、臨床実践の観点から汎用性の高いトレイルメイキングテスト（Trail making test：

TMT）を指標に採用した。結果、TMT は学年進行に伴い一定の変化を示すことが明らか

となり、また横断研究ではあるが、実行機能は基礎的学習スキルとともに一部の学力に対

して生活習慣よりも高い影響力を持つことが明らかとなった。 
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目的 

学習到達度に関与する因子に関する報告は教育界の様々な研究領域で存在する（今井 , 

2019 ほか多数）。生活習慣や読み書き到達度など、基礎的学習スキル等を独立変数とした

研究が散見される一方で、これらの変数を包括的かつ縦断的に検討行ったものが少なく、

その結果、実際の介入効果の測定が困難であること、必ずしも教育介入可能性を反映した

ものではないこと、といった課題も残っている。また、教育資源に限りのある地方におい

て実践可能な教育施策は都市部とは異なるはずである。今回、学習到達度を規定する因子

を日常生活習慣や基礎的学習スキルだけでなく実行機能も含めて独立変数を設定し検討

した。三年間の縦断研究を企図しており、本論文では本年度前半で実施した初年度調査結

果に基づいて検討を加え報告する。今回、独立変数に実行機能を加えた背景には Heckman

（2013）の提言や OECD レポート（OECD, 2015）により近年の幼児教育における「非認

知的能力」の重要性が示唆されていることによる。これら非認知的能力や関連する要因を

扱った研究では非認知的能力が特に社会適応を中心とした社会的帰結に対して予測力を

持つと報告されている（Heckman, 2006）。しかしながら本邦では非認知的能力に限らず、

学力を従属変数とした縦断的研究は極めて少ない。よって、本研究の目的は近年保育や小学

校教育において重視される「非認知的能力」が学習到達度とどのような関連を持つのか探索

的に検討することにある。今回、特に非認知的能力を構成する要素の中核といえる実行機能
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に着目し、学習到達度に及ぼす影響を精査することに研究の主たる目的とする。また、独立

変数である実行機能の指標としてトレイルメイキングテスト（Trail making test：TMT）

を採用し、児童期における実行機能評価の可能性についても検討を行う。 

 

方法： 

対象   

A 県 B 町立小学校に在籍する児童である。研究開始に先立ち、B 町教育委員会ならびに

各学校との合意を書面で交わし、各学校で保護者に対する説明を経て書面にて同意を得た

児童を対象とした。最終的な解析数は調査実施日の欠席などにより変数によって若干差異

があるため、調査項目ごとに結果に詳細を記載する。学力なお、教育委員会内にデータセ

ンターを設置し連結可能匿名化を行い、研究者は匿名化されたデータのみを取り扱ってい

る。最終的に学力は 267 名、生活状況調査は 259 名が、実行機能に関しては 159 名が解

析対象となった。 

 

 

 

学力ならびに実行機能に関して 

従属変数である学力について教研式標準学力検査（NRT）の国語と算数の偏差値を指標

とした。学力（確かな学力）は新学習指導要領においては「知識や技能はもちろんのこと、

これに加えて、学ぶ意欲や自分で課題を見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よ

りよく問題解決する資質や能力等まで含めたもの」と定義されるが、本研究では学力をそ

の一部である学校教育を通じて。全国調査との傾向比較を行うことも鑑みて、学習指導要

領に準拠した相対評価である NRT を採用した。 

 実行機能の指標としてトレイルメイキングテスト（Trail making test：TMT）を採用し

た。TMT は➀から㉕までの数字を順に線で結ぶ施行 A と数字とひらがなを「あ」から「し」

までを数字とひらがなを交互に線で順に結ぶ施行 B の二つの課題から構成されており、
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各課題の所要時間と 2 つの課題の遂行時間の比（施行 B/A）を指標としている。一般的に

TMT は認知的柔軟性を要する課題であり実行機能・注意機能評価の神経心理学的検査の

一つとして、また臨床場面では前頭葉機能障害検出の検査バッテリーの一つとして広く使

用されているものである。他に児童期を対象とした簡便に実施可能な実行機能の課題とし

てはストループ課題が存在するが、今回小学校 1 年も対象となるため、結果に読み流暢性

の影響が反映されることが予想されたため TMT を採用することとなった。TMT につい

ては児童期の発達的変化に関する報告は多いとは言い難い（眞田ら, 2012）現状も鑑みて、

本研究によって児童期における TMT の定量データを供することも目的とする。TMT は

縦型と横型の 2 つの実施方法がある。今回先行研究に準じて縦型を採用し集団式で行った。

施行時間はそれぞれ最大 6 分（360 秒）として 6 分以上超過した場合は施行を打ち切った。 

 

関連要因に関して―生活状況調査ならびに基礎的学習スキルについて― 

今回、非認知的能力と学力の関係性をより明確にするために生活状況と基礎的学習スキ

ルのうち読み書き正確性の結果を加味して解析を加えた。読み書き正確性については荻布

ら（2019）の課題を使用し、生活状況調査は全国学力・学習状況調査（平成 30 年度国立

教育政策研究所）から短時間で回答可能であり、学力と一定の関連がある項目を抽出して

実施した。主要項目は、学習時間、睡眠、朝食摂取、読書習慣などである。さらに放課後

の過ごし方を捉える項目を加えた。詳細については調査結果に記載する。なお、回答は児

童本人が行っている。 

 

結果 

 NRT 国語算数の結果を図 1 に示す。学年ごとの分布に特異的な傾向は認められなかっ

た。学年毎の科目別全国偏差値の平均は国語・算数とも 48-49 と「やや低い」結果となっ

た。 

 

 

（人） 

図 1 NRT 結果 
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平日放課後並びに祝日の生活習慣や時間の過ごし方に関する質問について今回の結果

を平成 30 年度全国学習状況調査結果と比較した。学力との正の因果関係が想定されるも

ののうち、平均の学校外学習時間がやや少ない傾向にあること（図 2）、習い事や塾の利用

率がやや少ないこと（平日・休日）といった傾向が示された一方で読書時間（平日）はや

や多い傾向（図 3）にあった。また学習を阻害する可能性がある TV やインターネット、

DVD 視聴時間は少ない傾向にあった。またこれら以外に友達と遊ぶ時間がやや少ない傾

向にあること（図 4）も明らかとなった。しかしながら、学力との関連が示唆されたこと

のある、「毎日朝食を食べているか」「毎日同じくらいの時刻に寝ている（起きている）か」

（図 5）といった質問や、非認知的能力とも関連する「自分で計画を立てて勉強している

か」（図 6）「学校の宿題をしているか」といった質問の回答傾向は明らかな差を認めなか

った。生活習慣に関する詳細分析とその結果は別途投稿を予定しているため、今回は特徴

的な傾向のみ示す。  

 

       

図 2 学校の授業以外での学習時間 

図 3 「家で勉強や読書をしている」 
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図 4 「友達と遊んでいる」 

図 5 「毎日同じくらいの時刻に起きている」（H30 年度全国調査との比較） 

図 6 自分で計画を立てて勉強している（H30 年度全国調査との比較） 
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TMT の結果（課題ごとの平均遂行時間）を図７に示す。教示理解に難を示す児童には

補助を配することで課題遂行は小学校 1 年生から可能であった。学年経過に比例して遂行

時間は顕著に短縮傾向を示している。なお、TMT 各施行平均遂行時間を従属変数、学年

を独立変数とした回帰分析を行った結果、学年は施行 A（β=-.699 ｐ＜.001）施行 B 共

に学年は有意であった（施行A:R2=.41, ｐ＜.001・施行 B：R2=.32, ｐ＜.001）。 

 

  

 学力（NRT 国語算数）を従属変数、TMT ならびに生活習慣、基礎的学習スキルを独立

変数としてステップワイズ法による重回帰分析を行った結果、国語では TMT は独立変数

として採用されなかったが、算数を従属変数とした場合、国語偏差値（β=.748 ｐ＜.001）、 

TMT 施行B（β=-.150 ｐ＜.01）、が独立変数として有意であった（R2=.626,修正 R2=.623, 

F(2,140)=127.9, ｐ＜.001）。 

 

考察 

学力に影響する要因について 

 学習状況調査生活習慣や基礎的学習スキルならびに実行機能を含めた包括的な検討に

ついては別途報告を予定しているため本論文では実行機能と学力ならびに生活習慣に関

しては地域性に限局した考察にとどめる。友達との遊ぶ時間や学校学学習時間がやや少な

いことは住宅密集地域が少なく、かつ民間教育資源も決して豊富ではない状況を反映した

結果と考えられる。起床時間が一定である背景も保護者の送迎を要する状況も関与してい

ると考えられる。逆にこれら地域性を詳細に分析することで、オーダーメイドな学力増進

のための提案を行うことが可能となると考えられ、現に継続して研究を遂行している。生

活習慣と学力の関係は数多く取り上げられているが、基礎的学習スキルに比して生活習慣

図 7 TMT 学年別平均遂行時間 
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に関する項目の影響力は必ずしも多きわけではなく、非認知的能力の一部ともされる学習

意欲も読みや書きといった学習スキルと同程度の影響力との報告も存在する。そういった

中で、今回実行機能の指標として採用した TMT が一部（算数）ではあるが、学力を従属

変数とした際に独立変数として有効であったことは実行機能をはじめとする非認知的能

力と学力との関連を明らかにするうえで興味深い知見と言えよう。しかしながら、今回は

あくまで単年度の単純な因果関係の推定に過ぎない。縦断データに基づいた潜在成長モデ

ルによる解析などが今後の課題と考えられる。 

非認知的能力に関して 

非認知的能力ならびにその中核である実行機能（executive function）ともに複雑かつ

複数の要素から成り立つ構成概念であり研究者によって定義も異なる。特に非認知的能力

は幅広く目標に向かって努力する力（意欲やプランニング）、感情の制御と表出、対人関

係スキルを包括した幅広い能力と考えられている。実行機能が非認知的能力の中核である

ことは揺るがないものの、実行機能に関する評価単独でこれらを包括できるわけではない。

実行機能に関しても、実行機能とは一般的に課題遂行のためのルールの理解や維持、状況

変化への対応（スイッチングや情報更新）によって思考や行動を制御するための包括的な

認知システムを指しているとされる（Miyake, 1999）。すなわち複数のコンポーネントか

ら構成されるとされており、Miyake（2012）は「アップデーティング（更新固有）」、「シ

フティング固有」、「共通実行機能」の 3 つから構成されるとしている。そのため包括的に

実行機能を評価するためには相対的に多くの課題を準備する必要が生じる（Friedman, 

2008）。しかし、より簡便且つ包括的に現状の本邦における学校教育において多くの遂行

型の課題をよりも低い年齢の児童を対象として実施し多変量データを集積することは極

めて困難な状況であることも事実であり、今回児童期における実行機能の学年推移の一端

を TMT の結果を用いて比較的簡便に導出したことは教育上、また臨床上有意義であると

考えられる。今後、今回信頼性や妥当性について慎重かつ十分な吟味が必要であると考え

る。 
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